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原子力委員会 委員長代理

3/11福島事故以降の原子力政策

世界経済評論フォーラム
「我が国エネルギー政策を世界的視野で問う」

本発表は筆者の個人的見解に基づくものであり、必ずしも原子力委員会や政府の見解を代表するものではない
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まとめ

• 福島第一原子力発電所事故は、歴史上最悪の原子力事故の
一つとなった。しかもまだ完全に収束していない。この事故は日
本だけではなく、世界にも深刻な影響を与えている。

• 最も深刻な問題は、安全規制、原子力政策への国民の信頼失
墜は、その後のエネルギー政策論議に深刻な影響を与えてい
る点である。

• エネルギー・環境会議は「原発に依存しない社会の一日も早い
実現」を目指した「革新的エネルギー環境戦略」を発表した。こ
れは原子力政策の180度転換を意味する。その実現には、「政

策移行期間」が必要であり、核燃料サイクル政策はその典型で
ある。

• 政策の実現には、国際的視点が不可欠であり、特に核燃料サ
イクルについては、国際的視点を十分に配慮した政策が必要で
あり、国の責任をより明確化することが必要である。
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福島第一原子力発電所の事故とそ
の影響

2



原子力委員会平成24年度予算基本方針（決定）
（2011/07/19)

• 平成２４年度原子力関係経費に係る取組は、事故からの復
旧及び原子力発電の安全対策の強化に係るものを中心とす
る。

• 核燃料サイクル、放射性廃棄物、放射線利用、人材育成、
保障措置及び国際の取組については、継続しないと国益を
損ねると考えられるものに限って継続する。

– 原子力研究開発については、福島支援に高い優先順位を置くべきで
ある。

– 高速増殖炉とその核燃料サイクルについては、将来の原子力政策に
おけるその位置づけが定まるまでの間は、技術基盤の維持や国際
標準化への貢献のために必要な取組に限って実施するべきである。

– このような研究開発等を含む原子力の研究、開発、利用の取組に参
加することを志す若い人材を確保するためには相当の努力が必要で
ある。したがって、関係機関は創意工夫を凝らしてこうした人材の育
成・確保に努めるべきである。
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原子力委員会平成25年度予算基本方針（決定）
（2012/07/１０)

• 事故からの復旧・廃止措置に係る取組及び自然災害に対する
頑健性とそれに対する信頼性の向上に寄与する取組、国民的
議論を踏まえてエネルギー・環境会議が定める革新的エネル
ギー・環境戦略に沿って核燃料サイクルの様々な状況に対応
できるための取組に優先して向けられるべきである。

• 核燃料サイクル分野においては、使用済燃料の貯蔵容量を発
電所敷地内外を問わず増強する取組や高レベル廃棄物の最
終処分場の選定作業を、現在にも増して、国がリーダーシップ
を発揮して、強力に推進していく必要がある。

• 使用済燃料を直接処分することを可能にしておくことの必要性
は明らかであり、これを可能とするための技術開発や所要の
制度措置の整備に重点化し、早急に着手すべきである。
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http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/kettei/kettei120711_1.pdf



中・長期ロードマップについて（2011/12/21)

• http://www.tepco.co.jp
/cc/press/betu11_j/ima
ges/111221c.pdf
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中・長期措置専門部会報告(2011/12/13)
ー中長期措置全体への提言ー

• 国の役割：最後の廃止措置まで完遂されることへの責任、人
材、費用、資材等の確保と説明責任、保障措置の適応

• 事業者の責任：安全の確保と規制当局や国民への説明

• 第三者機関の設置：国は、透明性確保の観点から、第三者
で構成される機関を設置し、取組状況を評価する仕組みを
構築するべきである。

• 分析施設やモックアップ施設の現地設置

• 記録の保存と公開（アーカイブ）

• 地域への貢献：中長期措置の実施とその研究開発にあたっ
ては、将来の地域発展の核となるような産業の育成、雇用の
創出、人材育成に貢献することを念頭に取り組むこと。
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http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2011/siryo49/siryo1-1.pdf



原子力委員会の見解（安全規制について）
（2011/08/30)

• （独立性）新しい規制組織は、諸決定をいつも原子力安全に係る
考慮を最優先して行うべきであり、そのことが可能であるよう、法
的、経理的、技術的能力の面、情報開示の面において他の政府
機関から独立していること。

• （専門性）この機関は科学技術に関して高い専門的能力を有する
人材を確保するのみならず、自らそうした人材を育成する仕組み
を整備すること。

• （国民の信頼）新しい規制組織は、失われた原子力安全に対する
国民の信頼を回復し、国民の負託に応え、その役割を果たしてい
くために独立の機関として活動していることやその取組を適時に
国民に伝え、規制活動に対する意味のある参加の機会を国民に
保証すること。

• （国際基準）新しい規制組織は、国際機関や諸外国との緊密な情
報交換、国際機関の基準制定やレビューミッションへの積極的な
参加を進めるとともに、事故等で得た教訓と安全確保上の改善策
を積極的に開示し、自ら制定する基準と国際的な基準との整合性
を確保することに努めること。

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/kettei/seimei/110830.pdf
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世界の原子力市場への影響
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9

原子力は多様な選択肢の一つとして重要

Resource: Energy Technology Perspectives 2008, IEA, June 2008

IEAによる2050年までのエネルギーシナリオ
温暖化ガス50％削減を目標
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英エコノミスト誌：原子力ルネッサンス?（2007）

“原子力発電の復活は歓
迎すべきことだ。ただし、
これまでの失敗（事故、
廃棄物問題、投資リス
クなど）を繰り返さない
との条件が付く。”

‐‐The Economist, 
September 8, 2007



英エコノミスト誌：原子力ー夢の終わり？（2012）

• 「原子力がより大きな役割を
果たすためには、経済面で
他の電源より優位になること
が条件だ」

• 「原子力の革新はいまだに
可能だがすぐには実現しそ
うにない…だからと言って原
子力がすぐゼロになるわけ
でもない。しかし、原子力が
時代を変えるエネルギー源
だという約束はもはや果た
せないだろう」 (The Economist, March 10, 
2012) ://www.economist.com/node/21549936
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IAEAによる世界の原子力発電見通し
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Source: H-HolgerRogner, Head, Planning & Economic Studies Section (PESS)Department of Nuclear Energy,
International Atomic Energy Agency, “Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2030,” November 2011.

As of July 2 2012 in 31 countries 435 nuclear power plant units with an installed electric net capacity of about 370 GW
are in operation and 62 plants with an installed capacity of 59 GW are in 14 countries under construction.



IAEAによる世界の原子力発電見通し
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Source: H-HolgerRogner, Head, Planning & Economic Studies Section (PESS)Department of Nuclear Energy,
International Atomic Energy Agency, “Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2030,” November 2011.



IAEAによる世界の原子力発電見通し
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Source: H-HolgerRogner, Head, Planning & Economic Studies Section (PESS)Department of Nuclear Energy,
International Atomic Energy Agency, “Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2030,” November 2011.



IAEAによる世界の原子力発電見通し
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Source: H-HolgerRogner, Head, Planning & Economic Studies Section (PESS)Department of Nuclear Energy,
International Atomic Energy Agency, “Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2030,” November 2011.



IAEAによる世界の原子力発電見通し
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Source: H-HolgerRogner, Head, Planning & Economic Studies Section (PESS)Department of Nuclear Energy,
International Atomic Energy Agency, “Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2030,” November 2011.



世界の原子力政策動向（１）
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出所：村上朋子、「 福島原子力発電所事故による諸外国への原子力開発政策への影響」、第２４回原子力委員会定例会資料、
２０１１年７月５日。 http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2011/siryo24/siryo2.pdf



世界の原子力政策動向（２）

18
出所：村上朋子、「 福島原子力発電所事故による諸外国への原子力開発政策への影響」、第２４回原子力委員会定例会資料、
２０１１年７月５日。 http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2011/siryo24/siryo2.pdf



革新的エネルギー・環境政策
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エネルギー政策の新たな検討体制
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革新的エネルギー・環境政策の概要（案）
（2012/09/14)（原子力政策に関する部分）

原発に依存しない社会の1日も早い実現

：2030年代に原発稼働ゼロを可能とするようあら
ゆる政策資源を投入する。

（１）原発に依存しない社会の実現に向けた3つの原則

– 40年運転期限を厳守

– 規制委員会の安全確認を得たもののみ、再稼働とする

– 新増設は行わない

（２）原発に依存しない社会の実現に向けた5つの政策

（３）原発に依存しない社会への道筋の検証：不断に見直す
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革新的エネルギー・環境政策の概要（2012/09/14)
（原発に依存しない社会の実現に向けた5つの政策）

１．核燃料サイクルについて
– 青森県など地方自治体との信頼関係重視、約束は尊重。

– 当面の政策
• 直接処分の研究着手

• 「もんじゅ」は廃棄物減容化、有害度の低減等を目指した研究炉に転換
して、年限を区切った研究計画を策定して終了、専焼炉の研究開発促進

• バックエンドに関する事業については国も責任を持つ

• 国が関連自治体、消費地域と協議する場を設置

２．人材や技術の維持・強化
– 人材や技術の維持・強化策を、国の責務として本年末までに策定。

３．国際社会との連携
– 国際機関や諸外国と緊密に協議し、連携して進める

４．立地地域対策の強化
– 電源立地交付金に代わる措置の整備なども含めた形で見直す。

５．原子力事業体制と原子力損害賠償制度の見直し
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地方自治体との信頼関係をどう維持するか

232012年9月15日、読売新聞 37面。



アーミテージ・ナイ報告の提言（2012.8）
• A permanent shutdown will also stymie responsible 

international nuclear development, as developing countries 
will continue to build nuclear …Japan cannot afford to fall 
behind if the world is to benefit from efficient, reliable, and 
safe reactors and nuclear services.

他の途上国が原発建設を継続していく以上、日本は安全で効率的な
原子力のため、世界に乗り遅れるわけにはいかない。
• Tokyo and Washington must revitalize their alliance in this 

area…Safe, clean, responsibly developed and utilized nuclear 
power constitutes an essential element in Japan’s 
comprehensive security. In this regard, U.S.-Japan 
cooperation on nuclear research and development is 
essential.

安全な原子力を実現するために、日米間の研究開発協力は不可欠
である。

Source: R. Armitage and J. Nye, “The US-Japan Alliance: Anchoring Stability in Asia,” A 
Report of the CSIS Japan Chair. August 2012.
http://csis.org/event/us-japan-alliance-anchoring-stability-asia
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180度の大転換：政策移行期間が必要

• 「原発に依存しない社会」は「原発ゼロ」以前に達成可能。
– 「脱石油依存」でも石油火力発電は存在
– 可逆的な政策決定である（選択肢を残す）

• 「原発ゼロ」は非可逆的な政策になりうる。
– 不断の見直しが必要。

• 政策移行期間は核燃料サイクルは「再処理・直接処分併
存」政策
– 将来の不確実性に対応できる柔軟性確保

• 英国、ベルギー、スイスなど、再処理政策から撤退した国も、移行期間（併
存政策）を経て実現している

– 「プルトニウム利用計画のない再処理はしない」原則の徹底
– 六ヶ所再処理事業の総合評価の実施

– 高速増殖炉開発計画の評価と、国際的枠組みの検討、基礎
基盤研究の継続
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原子力委員会決定
「核燃料サイクル選択肢について」（2012/06/21) (3)

1. 使用済燃料の貯蔵容量を増強する取組、高レベル放射性廃棄物の
処分場の選定の強力な推進、直接処分を可能とするための技術開
発や所要の制度措置の検討に早急に着手。

2. 六ヶ所再処理工場の稼働状況、プルトニウム利用の進展状況、国
際的視点などを踏まえ、核燃料サイクルに関する事業運営のあり方
にかかる総合的な評価の実施（数年以内）

3. 高速増殖炉のチェック・アンド・レビュー体制構築、革新的で競争力
のある新型炉を生み出せる開発体制の整備、我が国内で完結する
考え方にとらわれることなく国際協力を活用した取組の検討。また、
直接処分政策を採用した場合でも、高度再処理・高速炉技術等の基
礎・基盤研究の継続。

4. 世界の原子力発電の安全性向上、核不拡散、核セキュリティのリス
ク低減に十分配慮した国際的視点に立脚した核燃料サイクル政策
の構築

5. 国が責任を持って政策を決定し、その実施における国と民間の責任
分担の明確化
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http://www.aec.go.jp/jicst/NC/about/kettei/kettei120621_2.pdf



福島第一共用乾式貯蔵施設（津波後）
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http://www.tepco.co.jp/en/news/110311/images/110909_69.jpg



核燃料サイクル選択肢評価項目
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• 使用済燃料管理・貯蔵
• 核燃料サイクルを巡る国際的視点
 Pu利用(在庫量）、国際貢献
核不拡散、核セキュリティリスクへの影響
日米原子力協定への影響

• 政策変更または政策を実現するための課題（立地困難性等）

• 経済性（シナリオにかかる総費用など）
• エネルギー安全保障、ウラン供給確保
• 放射性廃棄物発生量、処分場面積等
• 選択肢の確保（柔軟性）

◆短期的に重要な課題

◆中・長期的に重要な課題

出典：核燃料サイクル政策の選択肢に関する検討結果について 平成２ ４ 年６ 月５ 日
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2012/siryo22/siryo1-1.pdf
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出典：核燃料サイクル政策の選択肢に関する検討結果について 平成２ ４ 年６ 月５ 日
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2012/siryo22/siryo1-1.pdf
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出典：核燃料サイクル政策の選択肢に関する検討結果について 平成２ ４ 年６ 月５ 日
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2012/siryo22/siryo1-1.pdf



世界の民生用プルトニウム在庫量(2010)
- 核燃料サイクルは国際的視点が重要-

• http://fissilematerials.org/library/gfmr11.pdf
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Source: International Panel on Fissile Material (IPFM), Global Fissile Material Report 2012,
http://fissilematerials.org/library/gfmr11.pdf



世界の民生用プルトニウム在庫量は増加している… 
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Source: International Panel on Fissile Material (IPFM), Global Fissile Material Report 2012,
http://fissilematerials.org/library/gfmr11.pdf
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出典：核燃料サイクル政策の選択肢に関する検討結果について 平成２ ４ 年６ 月５ 日
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2012/siryo22/siryo1-1.pdf



原子力政策の改革

革新的エネルギー・環境政策

• 原子力政策はエネルギー・環境会議の場を中心とし
て確立する。

‒ 原子力委員会については、原子力の平和的利用の確認
などの機能に留意しつつ、そのあり方に関する検討の場
を設け、組織の廃止・改編を含めて抜本的に見直す。

• 原子力政策を議論する場は必要

– 専門的知見と多様な立場の意見を反映させる政策立案
プロセスの構築が必要

– エネルギー環境会議の諮問機関（民主党ＰＴ案）
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